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習志野市公告第１０９号 

 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６及び習志野市財務規則

（平成３年規則第２５号）第１２２条の規定により、一般競争入札の実施について必要

な事項を次のように公告する。 

 

平成２６年７月２日 

 

習志野市長 宮 本  泰 介 

 

 

 

１ 一般競争入札（電子入札・総合評価方式）に付する事項 

（１）工 事 名 習志野市新庁舎建設工事 

 

（２）工事場所 千葉県習志野市鷺沼２丁目３７９番１（地番表示） 

 

（３）工  期 契約日の翌日から平成３０年４月３０日まで（ただし、技術提案によ

り工期が短縮される場合には、提案された期日まで） 

 

（４）工事概要 

ア 工事目的 

習志野市庁舎は、本館が建築後５０年、市民課棟が４５年経過し、老朽化が進む

とともに、庁舎の分散化や狭隘化、また、バリアフリーへの未対応など多くの課題

を抱え、市民サービスを提供する市庁舎としての機能低下が否めない状況である。

さらに、平成２３年３月１１日の東日本大震災により耐震性能が低下したため仮庁

舎（京成津田沼駅前の民間ビル）を中心に運営されている状況にある。 

このような状況の中において、庁舎における多くの課題を抜本的に解決するため、

新庁舎を建設する。 

イ 工事内容 

(ｱ) 市庁舎 

建 築 面 積 約3,745㎡ 

延 べ 面 積 約17,890㎡ 

構 造 鉄骨造、柱鋼管コンクリート充填工法（ＣＦＴ造）、一部鉄

骨鉄筋コンクリート造 等 

階 数 地上6階、地下1階（ＧＦ） 

(ｲ) 土木作業員詰所 

建 築 面 積 約620㎡ 

延 べ 面 積 約610㎡ 

構 造 鉄骨造 等 

階 数 地上1階  

(ｳ) その他 

・市庁舎周囲の庇：約 370 ㎡（東側 300 ㎡＋北側 70 ㎡）、鉄骨造  

・駐輪場等：自転車 290 台（鉄骨造屋根付）、25 台（屋根なし）、バイク 40 台

（鉄骨造屋根付） 基本設計図書参照 

(ｴ) 外構 

・広場 
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・駐車場（来庁者用、公用車用） 

・緑道整備 

(ｵ) 解体 

・第二分室 

・第三分室 

・体育館 

・北校舎 

・教育委員会 

・保健会館別館 

・仮設倉庫等 

ウ 業務概要 

習志野市新庁舎建設工事（以下、「本工事」という。）は、習志野市（以下、「本市」

という。）が基本設計を行い、受注者が実施設計業務及び施工業務を一括して行う「デ

ザインビルド方式」により実施するものとする。 

エ その他 

受注者が行う業務の詳細については、要求水準書及び契約書（案）に示すとおり

である。 

 

（５）予定価格        １０，７０３，８８０，０００円 

（消費税及び地方消費税を含む。） 

 

（６）低入札価格調査基準価格  ７，４９２，７１６，０００円 

（消費税及び地方消費税を含む。） 

 

（７）落札者決定の方法 

ア 決定方法 

落札者は、防災拠点としての市役所庁舎の設計及び施工に関する高度な技術を有

し、品質と価格が総合的に優れた内容で実施することができる者を選定するため、

総合評価方式により決定する。 

イ 総合評価の方法 

総合評価方式により落札者を決定するにあたり、学識経験を有する者等で構成す

る習志野市新庁舎建設工事技術審査委員会（以下、「技術審査委員会」という。）の

審議を経るものとする。なお、技術審査委員会は地方自治法施行令第１６７条の１

０の２の規定に基づく学識経験を有する者の意見聴取を兼ねる。 

技術審査委員会は、本工事の入札に参加する者（以下、「参加者」という。）から

提出された技術提案書を資料３「習志野市新庁舎建設工事落札者決定基準」に基づ

いて評価、得点化（技術提案及び実績評価点）し、その結果を本市に報告する。本

市は、その結果と別途入札価格により換算した入札価格評価点を合算した総合評価

点の最も高い参加者を落札者として決定する。 

技術審査委員会は、以下の委員により構成されるものとする。 

 

習志野市新庁舎建設工事技術審査委員会 委員 

伊藤 清 千葉県県土整備部営繕課長 

倉斗 綾子 千葉工業大学工学部デザイン科学科助教 

桜田 由香里 国土交通省関東地方整備局東京第二営繕事務所長  

廣田 直行 日本大学生産工学部建築工学科教授 

柳澤 要 千葉大学大学院工学研究科教授 

西村 徹 習志野市副市長 
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参加者及び参加者と同一と判断される団体等は、本工事の落札者決定公表までの

間に、本工事に関して、委員に面談を求めること、自社のＰＲ資料を提出するなど

によって自社を有利に、又は他社を不利にするように働きかけること、及び技術審

査委員会の審議内容等について聴取することを行ってはならない。これらの事項に

抵触したと本市及び技術審査委員会が判断した場合には、当該参加者は本工事の入

札参加資格を失う。 

 

２ 参加者の構成等 

参加者は、以下の構成に従うものとする。 

（１）参加者は、単独企業又は本工事への参加を希望する複数の企業（以下、「構成企

業」という。）により構成されるグループ（以下、「参加グループ」という。）とする。

共同企業体による参加は認めない。 

（２）参加グループの場合は、市の契約の相手方となる企業（以下、「代表企業」とい

う。）と当該企業から直接業務を受託又は請け負う者（以下、「協力企業」という。）

から構成され、施工業務に従事する者が１者、実施設計業務に従事する者が１者ま

たは複数で構成するものとする。また、施工業務に従事する者が代表企業となり、

参加手続きを代表して行うこと。 

 

３ 参加者に必要な資格 

参加者に必要な資格は、次のとおりである。 

（１）参加者に共通して必要な資格は以下の通りである。 

ア 習志野市建設工事請負業者等指名停止措置要綱（平成１８年４月１日施行）に基

づく指名停止措置又は習志野市契約における暴力団対策措置要綱（平成１２年２

月１日施行）に基づく入札参加除外措置を、本入札の公告日から落札者決定日ま

での間、受けていない者であること。 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定のほか、次

の各号に該当しない者であること。 

(ｱ) 手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者又は本工

事の入札日前６か月以内に手形、小切手を不渡りした者 

(ｲ) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の適用を申請した者で、同法に基づ

く裁判所からの更生手続開始決定がされていない者 

(ｳ) 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の適用を申請した者で、同法に基づ

く裁判所からの再生手続開始決定がされていない者 

ウ 「習志野市新庁舎等基本設計業務委託」の受託者である株式会社佐藤総合計画又

は同社と資本面若しくは人事面において関連のある者でないこと。なお、「資本面

において関連がある」とは、一方の会社が他方の会社の総株主の議決権の１００

分の５０を超える場合をいい、「人事面において関連がある」とは、一方の株式会

社の代表取締役が他方の株式会社の代表取締役を兼職している場合をいう（以下、

同じ）。 

エ 「習志野市新庁舎等建設支援アドバイザリー業務委託」の受託者（協力企業を含

む。）である以下の企業又はこれらの企業と資本面若しくは人事面において関連の

ある者でないこと。 

株式会社三菱総合研究所 

日本管財株式会社 

渥美坂井法律事務所弁護士法人 

オ 技術審査委員会の委員が属する企業又はその企業と資本面若しくは人事面におい

て関連のある者でないこと。 
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（２）実施設計業務に従事する者は以下の資格を満たすこと。実施設計業務に従事する

者が複数の場合には、それぞれが以下のすべての資格を満たすこと。 

ア 習志野市入札参加資格者名簿に登載されている者であること（登載している業種

は問わない。）。 

イ 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の３第１項の規定に基づく一級

建築士事務所の登録がある者であること。 

ウ 平成１６年度以降に業務が完了した、以下のすべての要件を満たす実施設計業務

を元請として履行した実績のある者であること。なお、共同企業体での設計の場

合は、代表者として設計実績のある者であること。 

(ｱ) 延べ面積が 9,000 ㎡以上の官公庁の庁舎又は民間企業の事務所（以下、「庁舎

等」という。）の実施設計（複合施設の場合は当該用途が延べ面積の 9,000 ㎡

以上を占める場合に限る。） 

(ｲ) 延べ面積が 9,000 ㎡以上の免震構造を有する施設の実施設計 

エ 常時３ヶ月以上の雇用関係にある者を資料２「習志野市新庁舎建設工事要求水準

書」に示す管理技術者として配置できる者であること。 

 

（３）施工業務に従事する者は以下の資格を満たすこと。 

ア 習志野市入札参加資格者名簿に登載されている者のうち、建築一式工事について

建設業法（昭和２４年法律第１００号）に基づく特定建設業の許可を受けている

者であること。 

イ 建築一式工事について、経営事項審査の総合評定値（Ｐ）が 1,600 点以上の者で

あること。 

ウ 平成１６年度以降に工事が完了し、引渡しが済んだ、以下のすべての要件を満た

す工事を元請として施工した実績のある者であること。なお、共同企業体での施

工の場合は、代表者として施工実績のある者であること。 

(ｱ) 延べ面積が 9,000 ㎡以上の庁舎等の建築一式工事（躯体、外装、内装を含む新

築、改築、増築の部分）。（複合施設の場合は当該用途が延べ面積の 9,000 ㎡以

上を占める場合に限る。） 

(ｲ) 延べ面積が 9,000 ㎡以上の免震構造を有する施設の建築一式工事（躯体、外装、

内装を含む新築、改築、増築の部分） 

エ 常時３ヶ月以上の雇用関係にある監理技術者を本工事に専任で配置できる者であ

ること。 

 

４ 現地視察について 

本市は、希望する者に対し、現地視察の機会を設ける。実施日時は平成２６年７月１

６日（水）から１８日（金）の午前９時から午後５時までの間の１～２時間（但し、正

午から午後１時までを除く）とし、各参加者の日程は時間調整の上、別途通知する。な

お、現地視察では、特に通常時に立ち入ることができない場所を優先して実施する。 

 

（１）現地視察希望申請書 

現地視察を希望するものは、資料４「習志野市新庁舎建設工事様式集」の様式４「現

地視察希望申請書」に必要事項を記載し、市に提出すること。 

 

（２）現地視察希望申請書の提出先、提出期間、提出方法 

ア 提出先 

〒２７５－８６０１ 

習志野市鷺沼１丁目１番１号 
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総務部契約検査課 

電話 ０４７－４５１－１１５１（内線 ２４１、５２１） 

Ｅメールアドレス nyuusatsu@city.narashino.lg.jp 

提出受付期間 

平成２６年７月９日（水）  午前９時から 

平成２６年７月１１日（金） 午後４時まで 

イ 提出方法 

電子メールにより提出すること。必ず電話にて着信を確認すること。 

 

（３）留意事項 

ア 現地視察の参加人数は、各参加者５人以下とする。 

イ 現地視察では、本工事に関する質問には回答しない。 

 

５ 入札参加申請 

入札参加を希望する者は、「ちば電子調達システム」（以下、「電子入札システム」

という。）により、資料４「習志野市新庁舎建設工事様式集」の様式１「入札参加資格

確認申請書」を提出するとともに、資料４「習志野市新庁舎建設工事様式集」の様式２

「誓約書」及び入札参加資格の確認に必要な資料（以下、「添付資料」という。）を郵

送により提出すること。その際、使用する封筒の表には必ず「習志野郵便局留」と赤字

で明記し、裏には、入札件名、入札参加者名（代表企業名）、所在地を記載すること。

また、郵送方法は書留、簡易書留のいずれかによるものとすること。入札参加資格の有

無を確認した後、各参加者には受付記号を通知することから、後日提出する技術提案書

などに記入すること。 

 

（１）入札参加資格確認申請書の申請期間・申請方法 

ア 申請期間 

平成２６年７月２８日（月） 午前９時から 

平成２６年８月 １日（金） 午後４時まで 

（ただし、期間中の午前０時から午前８時まで及び電子入札システムがメンテナ

ンス等により停止となる期間を除く。） 

イ 申請方法 

電子入札システムによる。 

 

（２）誓約書及び添付資料の提出期間・提出方法 

ア 提出先 

〒２７５－８６０１ 

習志野市鷺沼１丁目１番１号 

総務部契約検査課 

電話 ０４７－４５１－１１５１（内線 ２４１、５２１） 

Ｅメールアドレス nyuusatsu@city.narashino.lg.jp 

イ 提出期間 

平成２６年７月２８日（月）から 

平成２６年８月 １日（金）まで 当日消印有効 

提出部数 

(ｱ) 誓約書 １部 

(ｲ) 添付資料 ５部（正本１部及び副本４部。副本は、正本を複写したもので可。） 

 

（３）入札参加確認通知 
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入札参加を確認した場合は、平成２６年８月８日（金）午後５時までに電子入札シ

ステムにより通知する。なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、開札日に

おいて入札参加資格の要件を満たしていない者は、入札に参加することはできない。 

 

６ ＶＥ提案の適否に対する対話の実施 

本市は、入札参加資格がある旨の通知を受けた参加者を対象に、参加者が想定する、

習志野市新庁舎等基本設計で示された内容を変更する提案（以下、「ＶＥ提案」という。）

について、その適否の判定を行うことを目的に、希望する参加者と対話を実施する。こ

の対話は個別の参加者と本市で１対１の対面形式により行う。なお、VE 提案にて変更

することができる範囲は、資料６基本設計説明書【本編】、資料７基本設計説明書【資

料編】、資料８基本設計説明書【設計図書編】、資料９基本設計説明書【解体計画図編】

の内容に限るものとし、資料２「習志野市新庁舎建設工事要求水準書」の記載内容を変

更しうる提案は不可とする。 

 

（１）対話希望申請書 

対話を希望する参加者は、資料４「習志野市新庁舎建設工事様式集」の様式５「対

話希望申請書」にＶＥ提案の適否確認事項を記載し、その内容を説明する資料（任意

様式）と合わせて、必要部数を郵送にて提出すること。郵送方法は書留・簡易書留の

いずれかにより「習志野郵便局留」としなければならない。 

 

（２）対話希望申請書の提出先、提出期間、提出部数 

ア 提出先 

〒２７５－８６０１ 

習志野市鷺沼１丁目１番１号 

総務部契約検査課 

イ 提出受付期間 

平成２６年８月１８日（月） から 

平成２６年８月２０日（水） まで 当日消印有効 

提出部数 

１８部＋CD 等の電子ファイル（Microsoft Word 2007 以降のバージョンで対応可

能な形式による） 

 

（３）対話の実施日及び場所 

ア 実施日 

平成２６年８月２７日（水）から平成２６年８月２９日（金）の午前９時から午

後５時の間の２時間程度（ただし、正午から午後１時までを除く。） 

イ 場所 

別途通知する。 

 

（４）対話結果の通知及び公開 

個別の参加者との対話の結果は、個別の参加者ごとに電子メールにより平成２６年

９月５日（金）に通知する。 

全ての対話の結果は、平成２６年９月５日（金）の午前９時までに習志野市ホーム

ページに掲載する。ただし、対話において適と判断した内容で、個別の参加者のノウ

ハウに関するものは公開しない。 

 

７ 入札及び技術提案書の提出 

（１）入札方法 

参加者は、電子入札システムにより入札金額を入力すること。この際、必ず資料４
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「習志野市新庁舎建設工事様式集」の様式６｢内訳書｣を、電子入札システムのファイ

ル添付機能を使用し、提出すること。 

 

（２）入札金額 

落札価格は、入札金額に当該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた金額）とするので、参加者

は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、

見積った契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を入札すること。 

 

（３）入札書提出期間 

平成２６年９月１７日（水）  午前９時から 

平成２６年９月２４日（水）  午後４時まで 

（ただし、期間中の午前０時から午前８時まで及び電子入札システムがメンテナンス

等により停止となる期間を除く。） 

 

（４）技術提案書の内容 

参加者は、本工事の実施に当たり、要求水準書等の内容に基づいて提案書（以下、

「技術提案書」という。）を提出するものとする。ただし、ＶＥ提案を行う参加者につ

いては、対話において適と判断されたＶＥ提案の内容を反映し、習志野市新庁舎等基

本設計で示された内容を変更した上で、技術提案書を提出することができる。 

技術提案書の様式は、資料４「習志野市新庁舎建設工事様式集」の様式７から様式

７－１４に従うものとする。技術提案書には、入札参加申請の添付書類提出後に通知

された受付記号を記入すること。 

 

（５）技術提案書の提出方法 

参加者は、電子入札システムにより入札金額を入力するとともに、以下の提出先に

提出期間中に技術提案書及び添付書類一式を郵送にて提出すること。郵送方法は書

留・簡易書留のいずれかにより「習志野郵便局留」としなければならない。なお、郵

送方法技術提案書は資料４「習志野市新庁舎建設工事様式集」に記載の【各様式によ

る提出資料作成時の留意点】に従い、ファイリングすること。 

ア 提出先 

〒２７５－８６０１ 

習志野市鷺沼１丁目１番１号 

総務部契約検査課 

イ 提出部数 

(ｱ) 技術提案書表紙：1 部 

(ｲ) 技術提案書【技術提案部分】：２４部＋CD 等の電子ファイル（Microsoft Word 

2007 以降のバージョンで対応可能な形式による） 

(ｳ) 技術提案書【実績部分】：１０部 

 

（６）技術提案書の提出期間 

平成２６年９月１７日（水）から 

平成２６年９月２４日（水）まで 当日消印有効 

技術提案書に関する確認の実施 

審査の過程で必要と認める場合、技術提案書の内容を確認するために、書面による

質問回答もしくはヒアリングを実施する場合がある。 

 

８ 開札 

（１）開札日時  平成２６年１０月２１日（火） 午後４時 
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（２）開札場所  習志野市役所仮庁舎（京成津田沼駅前ビル）３階入札室 

 

９ 要求水準書等を示す場所及び日時 

（１）要求水準書等を示す場所及び日時 

要求水準書等を次の通り縦覧に供する。資料一式とそれぞれの縦覧場所、縦覧期間

は以下の通りである。 

本市から電子データを支給する資料について、支給を希望する者は、事前に総務部

契約検査課まで問い合わせのうえ、ＤＶＤ－Ｒ（４．７ＧＢ）を２枚持参すること。 

 

資料番号 資料名 縦覧場所 縦覧期間 

資料１ 習志野市新庁舎建設工

事入札公告 

ちば電子調達システムの入札

情報サービス

（https://www.chiba-ep-bis.s

upercals.jp/portalPublic/） 

公告の公示日から開札

日まで 

資料２ 習志野市新庁舎建設工

事要求水準書 

資料３ 習志野市新庁舎建設工

事落札者決定基準 

資料４ 習志野市新庁舎建設工

事様式集 

資料５ 習志野市新庁舎建設工

事契約書（案） 

資料６ 習志野市新庁舎等基本

設計 本編 

市からの電子データの支給 

総務部契約検査課（習志野市

役所仮庁舎４階） 

公告の公示日から平成

２６年７月１８日まで

（午前９時から午後４

時まで、閉庁日を除く。） 

資料７ 習志野市新庁舎等基本

設計 資料編 

資料８ 習志野市新庁舎等基本

設計 設計図書編 

資料９ 習志野市新庁舎等基本

設計 解体計画図編 

資料１０ 入札要領 ちば電子調達システムの入札

情報サービス 

（https://www.chiba-ep-bis.s

upercals.jp/portalPublic/） 

公告の公示日から開札

日まで 

（２）本工事に関する質問 

本工事に関する質問がある場合は、資料４「習志野市新庁舎建設工事様式集」の様

式３「質疑書」を習志野市総務部契約検査課宛にＥメールにより提出すること。この

場合において、送付するメールの件名は、本件入札の工事名に「（質疑）」を加えたも

のとする。 

この場合、必ず電話にて着信を確認すること。 

(ｱ) 提出日  平成２６年７月９日（水）  午前９時から 

     平成２６年７月１１日（金） 午後４時まで 

(ｲ) 提出先  総務部契約検査課   

電話 ０４７－４５１－１１５１（内線 ２４１、５２１） 

Ｅメールアドレス nyuusatsu@city.narashino.lg.jp 

なお、質問に対する回答は、平成２６年７月２２日（火）に習志野市ホームページ

に掲載する。 

 

１０ 入札保証金 

免除 

 

１１ 入札の無効 

次の入札は無効とする。 

https://www.chiba-ep-bis.supercals.jp/portalPublic/
https://www.chiba-ep-bis.supercals.jp/portalPublic/
https://www.chiba-ep-bis.supercals.jp/portalPublic/
https://www.chiba-ep-bis.supercals.jp/portalPublic/
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（１）指定した入札方法以外の入札 

（２）予定価格を超える金額による入札 

（３）入札金額内訳書の添付及び記載のないもの。また、見積項目を合計した額が、入

札金額と一致しない入札 

（４）明らかに連合によると認められる入札 

（５）電子認証を不正に使用した入札 

（６）入札要領に違反した入札 

（７）その他入札に関する条件に違反した入札 

 

１２ 契約の締結 

本工事の契約は、仮契約を締結した後、習志野市議会の可決が得られたとき、本契約

として成立する。 

なお、落札者は、落札決定の日から５日以内に本工事の仮契約を締結しなければなら

ない。 

 

１３ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上の額を契約保証金として納付すること。 

ただし、契約金額の１００分の１０以上の額の契約保証がなされていることが証明さ

れる次の（１）から（４）までのいずれかの書類を提出することをもって、これに代え

ることができる。 

（１）金融機関の保証証書 

（２）保証事業会社の保証証書 

（３）保険会社の履行保証保険証券 

（４）保険会社の公共工事履行保証証券 

 

１４ その他 

（１）参加者より市に提出された資料は返却しない。 

（２）提出された資料に虚偽の記載をした場合においては、習志野市建設工事請負業者

等指名停止措置要綱に基づく指名停止を行うことがある。 

（３）電子入札システムに障害等やむを得ない事態が生じた場合、入開札日時を延期し、

又は紙入札への移行をすることがある。 

（４）参加者が使用する機器に障害等やむを得ない事態が生じた場合は、習志野市の承

諾を得て、紙入札に変更することができる。 

（５）本公告に記載する以外の事項については、習志野市電子入札約款及び習志野市電

子入札システム運用基準のとおりとする。 

（６）本工事の履行にあたって下請け業者等を使用する場合は、できる限り市内業者を

優先すること。 

（７）本工事の履行にあたって工事用資材を購入する場合には、できる限り市内業者か

ら購入すること。 

（８）本工事に従事する労働者の適正な労働条件の確保について十分配慮すること。 

（９）市は、落札者より提出された技術提案書の内容を、市民への説明のためにその一

部又は全部を公開する可能性がある。 

（１０）入札参加者並びに応札者が２者以上無い場合は入札を中止する。 

 

１５ 問い合わせ先 

〒２７５－８６０１ 

習志野市鷺沼１丁目１番１号 

総務部契約検査課 

電話 ０４７－４５１－１１５１（内線 ２４１、５２１） 


